第8章 安全衛生及び災害補償（相対的記載事項４）
（遵守事項）
第1条 会社は、労働者の安全衛生の確保及び改善を図り、快適な職場の形成のために必要な措置を講ずる。
２　労働者は、安全衛生に関する法令及び会社の諸規程及び指示を守り、会社と協力して労働災害の防止と健康の保持増進に努めなければならない。
３　労働者は安全衛生の確保のため、特に下記の事項を遵守しなければならない。（以下の内容は会社の設備等に応じて記載）
1 機械設備、工具等の就業前点検を徹底すること。また、異常を認めたときは、速やかに会社に報告し、指示に従うこと。
2 安全装置を取り外したり、その効力を失わせるようなことはしないこと。
3 保護具の着用が必要な作業については、必ず着用すること。
4 20歳未満の者は、喫煙可能な場所には立ち入らないこと。
5 受動喫煙を望まない者を喫煙可能な場所に連れて行かないこと。
6 立入禁止又は通行禁止区域には立ち入らないこと。
7 常に整理整頓に努め、通路、避難口又は消火設備のある所に物品を置かないこ
と。
8 　火災等非常災害の発生を発見したときは、直ちに臨機の措置をとり、　　　　に報告し、その指示に従うこと。
（健康診断）
第2条 　労働者に対しては、採用の際及び毎年１回（深夜労働に従事する者は６か月
ごとに１回）、定期に健康診断を行う。
２　前項の健康診断のほか、法令で定められた有害業務に従事する労働者に対しては、特別の項目についての健康診断を行う。
２　会社は伝染病の疾病のほか、精神的疾患その他就業上影響のある疾病の疑いがある場合、配転、復職等の人事異動に伴い必要な場合、又は業務上予防することが必要な疾病の健診を行う場合には、労働者に対し産業医、又は会社の推薦、指定する医師の受診を命じることがある。
３　第１項、第２項及び前項の健康診断の結果必要と認めるときは、一定期間の就業禁止、労働時間の短縮、配置転換その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。
　
（就業禁止）
第〇条　会社は、次の各号のいずれかに該当する者については、あらかじめ、産業医その他専門医の意見をきいて、その就業を禁止する。
　①　病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にかかった者
　②　心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるものにかかった者
　③　前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定めるもの及び感染症予防法で定める疾病にかかった者
２　前項の規定にかかわらず、会社は、次の各号のいずれかに該当する者については、その就業を禁止することがある。
　①　労働者の心身の状況が業務に適しないと判断したとき
　②　当該労働者に対して、国等の公の機関から、外出禁止又は外出自粛の要請があったとき
３　会社は、前二項の規定により、就業を禁止しようとするときは、あらかじめ、会社が指定する医師の意見を聴くものとする。また、労働者は、前二項に該当するおそれがあるときは、直ちに会社に届け出なければならない。
４　第１項及び第２項の規定により、就業を禁止された期間は、無給とする。ただし、会社が必要と認めるときは、有給の特別休暇を付与し、又は在宅での軽易な業務を命じることができる。
（長時間労働者に対する面接指導）
第3条 　会社は、労働者の労働時間の状況を把握する。
２　１週間当たり４０時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１か月当たり８０時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
３　前項に定めるほか、時間外労働が１か月あたり８０時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者に対して、面接指導を行うことができる。
３　前項の面接指導の結果必要と認めるときは、一定期間の就業禁止、労働時間の短縮、配置転換その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。
（ストレスチェック）（労働者数５０人未満は努力義務規定）
第4条 　労働者に対しては、毎年１回、定期に、医師、保健師等による心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）を行う。
２　前項のストレスチェックの結果、ストレスが高く、面接指導が必要であると医師、保健師等が認めた労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
３　前項の面接指導の結果必要と認めるときは、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等、必要な措置を命ずることがある。
（指定医健診）
第○条　労働者が次の各号のいずれかに該当する場合、会社は労働者に対し、会社の指定する医師の健康診断を受けさせることができる。なお、これは業務上の必要性に基づくものであるため、労働者は正当な理由なくこれを拒むことはできない。
　①　傷病による欠勤が連続７日間を超える場合
　②　長期の傷病欠勤後出勤を開始しようとする場合
　③　傷病を理由にたびたび欠勤する場合
　④　傷病を理由に労働時間の短縮又は休暇、職種もしくは職場の変更を希望する場合
　⑤　業務の能率、勤務態度等により、身体又は精神上の疾患に罹患していることが疑われる場合
　⑥　その他会社が必要と認める場合
（労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱い）
第5条 　事業者は労働者の心身の状態に関する情報を適正に取り扱う。
（安全衛生教育）
第6条 　労働者に対し、雇入れの際及び配置換え等により作業内容を変更した場合、その従事する業務に必要な安全及び衛生に関する教育を行う。
２　労働者は、安全衛生教育を受けた事項を遵守しなければならない。
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